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３）成果目標に対する達成状況 

自動撮影カメラを用いて野生動物の種類別に生態や行動・環境利用様式を解明し、野生

動物の種類に応じた防除対策の効果を定量的に評価した。これらの成果から、畜産農場で

の農場内及び周辺に出没する野生動物の種類の特定方法と、防除対策の有効性を判定する

方法を確立することができた。そして、野生動物の侵入防止方法は野生動物の種類によっ

て異なるため、それぞれの行動様式に基づいて策定し別紙 1 に示した。また、野生動物の

出現要因としての「エサこぼし」を特定したことで、畜産農場での環境整備を含めた総合

的な防除方法の提示まで滞りなく実施した。 

 

（３）中課題３（農場に生息する衛生害虫の防除法の確立と経済効果）の研究成果 

１）工程管理及び成果目標 

工程表 

① ハエを対象にサルモネラとカンピロバクターの保菌状況検査と衛生害虫の被害

および対策状況の調査（小課題 1及び 2関連）。（平成 26年度） 

↓ 

② ハエ及びガイマイゴミムシダマシ防除対策の比較（小課題 1及び 2関連）。（平成

27年度） 

↓ 

③ 防除策の有効性の検討（小課題 1及び 2関連）。（平成 28年度） 
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成果目標： 農場に生息する衛生害虫の食中毒菌保有状況、衛生害虫の被害状況及び

対策状況を調査し、食中毒菌汚染低減の取組が育成成績の向上や家禽疾病の予防に

寄与するのか明らかにする。また、聞き取り調査から、農場で有効な汚染低減対策

を立案し、その効果を検討する。 

表記上の明確化を図るため成果目標を見直した。なお、見直しにあたっては、平

成 28 年度第 2 回研究推進会議（平成 28 年 12 月 7 日開催）で研究課題運営チームと

合意済み。 

 

２）各工程の進捗状況及び成果 

【工程表の①】 

食中毒菌低減の取組が、育成成績の向上や家禽疾病の予防にもつながるのか検証するた

め、鶏舎の育成成績を調査しサルモネラ・カンピロバクターの菌分離成績と比較したとこ

ろ、相関関係は見られなかった。(図 1 小課題 1 26 年度) 

肉用鶏農場の鶏舎外のハエと鶏舎内ソックススワブから分離されたサルモネラとカンピ

ロバクターで遺伝子型が一致した株があり、ハエが農場内で菌を拡散している可能性があ

ることが示唆された。(図 2 小課題 1 26 年度) 

アンケート調査を実施したところ、ハエ対策は、肉用牛及び豚農場で実施されているが、

肉用鶏農場では実施されていない。一方、ガイマイゴミムシダマシについて、存在がほと

んど認識されていない。（図 3 小課題 2 26 年度）  

 

図 1 鶏舎の培養結果と鶏群の成績  

　 　 　 サルモネラ 
カンピロバ

クター 
ＦＣ ＰＳ 総合点 

鶏舎 地域 採材日 ソックス検体 
ソックス検

体 
　 　 　 

1 A 7月14日 I CJ 1.724 372.231 550.37 

2 B 7月20日 　 1.712 360.514 539.14 

3 B 7月20日 　 1.675 380.833 564.07 

4 B 7月21日 　 　 1.996 267.7 413.09 

5 B 7月21日 　 1.747 346.189 521.7 

6 A 7月27日 　 　 1.891 289.65 421.11 

7 A 7月27日 ｓｐ 　 1.869 300.89 477.36 

8 B 7月28日 CJ 1.883 274.727 421.52 

9 B 7月28日 CJ 1.686 333.955 517.04 

10 B 7月28日 　 CJ 1.822 284.937 430.48 

PS ＝日増体×育成率÷FC×100　　総合点＝PS＋坪重量 
菌分離と成績は相関していない 

（鶏舎1‐10までの成績） 鶏舎の培養結果と鶏群の成績 
 

 

図 2 ハエとソックススワブから分離された Salmonella と C.jejuni の相同性を示す PFGE と

MLST の結果 
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結果　PFGE とML  Salmonella 

同一農場の鶏舎外のハエと鶏舎内ソックス
から分離されたペアは他の株と比較し高い
相同性を示した 

MLSTを実施した　S.Typhimurium6株は 
すべてST328だった  

MLSTの結果 

MLSTの結果はPFGEの結果と
一致した。C53はST22 (CC22)、
C73はST2031 (CC574)、C74は
ST4526 (CC21)、C240とC244
はC74と同じST4526 (CC21)
だった 

ST22 
(CC22) 

ST2031 
(CC571) 

ST4526 
(CC21) 

ST4526 
(CC21) 

 

図 3 アンケート調査の集計 
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【追】経済性に影響する疾病として、大腸菌症が関与する（小課題２図 4）。その他の要

因として、夏場の平均気温が影響する（図 5 小課題２ 26年度）。 

 

図 4 食鳥検査時の死鳥羽数を損害として、大腸菌症の影響を解析した。大腸菌症は影響

したが、その他に別の要因の存在が示唆された。 

 

 

図 5 食鳥検査時の死鳥羽数の増加に、温度も影響する。 

 

 

 

 
 

【工程表②】 

ハエが食中毒細菌の牛への伝播に関与しているか否か確認するとともに、関与していれ

ばその伝播を防止する方法を検討するため、牛（酪農）農場で食中毒菌の分離を行った（小

課題 1 27年度）。 

- 成牛、育成牛、ハエから STECが分離された（図 6 小課題 1 27 年度） 
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- 農場のハエと牛から分離された STECの関連を調べたところ、PFGE型が 2組で同一で

あった。（図 7 小課題１ 27 年度） 

農場内 8箇所に捕虫器を設置し、農場内のハエの分布、ハエの発生源の特定を実施した

（小課題 1 27年度）。 

- 農場内でハエの分布は育成舎、子牛舎周辺で多かった。ハエ幼虫の発生源は子牛舎周

辺であった（図 8小課題１ 27 年度）。 

- ハエ対策として IGR剤の散布場所を決定した。 

次年度に実施するハエ対策の効果判定の指標として牛糞便中の STECの量的変化を検出

するため、培養法と定量 PCR法の比較検討を行った。 

- STEC 検出力は増菌培養後に選択培地を使用する従来法の方が高く、培養法を採用する

（図 9 小課題１ 27年度）。 

 

鶏農場において害虫防除対策を検討するため、出荷後の糞や敷料が残ったままの鶏舎（全

長 100m×幅 15m）及び死鳥置き場（間口 5m×奥行 3m）に捕虫器を設置し、害虫の発生状

況を調査した（図 10小課題 2 27 年度）。 

- ハエ及びガイマイゴミムシダマシの発生は鶏舎内で認められず、2日間でハエ 1匹を捕

獲した（図 11小課題 2 27年度）。 

- 死鳥置き場ではハエの発生が認められたが、ガイマイゴミムシダマシの発生は認めら

れなかった。捕虫器により 1日目にハエ 20匹、2日目にハエ 24匹及びガイマイゴミム

シダマシ 1匹を捕獲した（図 11小課題 2 27年度）。 

- 死鳥置き場で捕獲したハエからサルモネラが分離された（図 13小課題 2 27年度）。 

薬品の使用が制限される無薬飼育ブロイラー農場でハエの発生防止策を検討した。農場で

使用可能な薬剤を選定した結果、ウジの除去、洗浄、消毒（ゾール剤、石灰塗布）を実施

し、ハエの捕獲を行った（図 12 小課題 2  27年度）。 

- ハエの発生への影響は認めらなかった。 

- 捕獲したハエからサルモネラが分離されたが、細菌数の減少傾向が観察された（図 13 

小課題 2  27年度）。 

- 対策前及び対策後にハエから分離されたサルモネラは、農場の飼育鶏から分離される

サルモネラと同一の PFGE型を示した。（図 14 小課題 2 27年度）。 



 

 

63 

 

図 6 牛、ハエ、環境から分離された STEC  

9月にサルモネラ、黄色ブドウ球菌、STECの分離を行った。サルモネラ、黄色ブドウ球菌

は分離されなかった。成牛（54%）、育成牛（50%）、ハエから STECが分離された。11月に

ウォーターカップ、牛舎の壁などの環境材料からは STECは分離されなかった。9月と 11

月の 2回の採材で全く異なる血清型の STECが分離された。 

 
 

図 7 牛から分離された STEC株とハエから分離された株の PFGE 法を用いた比較  

同一血清型でも異なる PFGE 型を示した。9月に採材したハエと牛の糞便から分離された

O26株で同一の PFGE型を示した株があった。また餌槽とハエから分離された O8 株につい

ても DNA切断パターンは一致した。ハエが STECを農場内で拡散している可能性があると

推測した。 
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図 8農場でのハエの捕獲とハエ発生源の特定 

育成舎でハエの発生が多く、ハエの発生源も育成舎で特定できた。  
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図 9 搾乳牛の糞便中の STECの定量化方法の検討 

 
 

 

 

図 10 ブロイラー養鶏場でのハエの調査 
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図 11 ブロイラー養鶏場でのハエの捕獲状況 

  

 

 

図 12 ハエの発生防止策の検討 と対策後の検査結果 
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図 13 ハエ対策前後の検査結果 

 

 

図 14 対策前と対策後にハエから分離されたサルモネラの PFGEによる比較  
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【工程表③】 

平成 27年度本事業の酪農場でのハエ発生源特定調査の結果に基づき、3月～5月と 11月

に月 1回、6月と 10月は月 2回、7～9月には毎週 20 g/m2量の IGR剤をハエの発生源に散

布した。 7～9月は成虫殺虫剤のピレスロイド剤を適時散布した。サシバエが増加する 9

月と 10月には補助対策として粘着シート型ハエ捕獲器を設置してハエの量的変化を観察し

た。 

- 夏場は複数の対策を実施しているにもかかわらず、サシバエの捕獲数が増加した。薬

剤だけではハエの分布が多い農場では制御に困難さを伴うことが示唆された。（図 15 

小課題 1 28年度）。 

- 平成 27年 9月と平成 28年 9月のバルククーラー前でのハエの捕獲数の比較では、平

成 28年には平成 27年度の約 1/50 しかハエは捕獲されず、ハエ対策の効果が認められ

た（図 16 小課題 1 28年度）。 

- 平成 27年 11月と平成 28年 11 月のハエの捕獲数の比較では平成 28年度育成舎におい

て粘着シート型ハエ捕獲器①でハエの数は 1/400 に減少したのを初め、ほとんどの箇所

で減少し、ハエ対策の効果が顕著に認められた。搾乳牛舎と牛舎では平成 27年度でも

ハエの捕獲数は育成舎と比較して極めて少数で、平成 28年度では増減は観察されなか

った（図 16 小課題 1 28年度）。 

 

ハエ対策を実施中月に一度、搾乳牛全頭を対象として直腸便を採取し、mEC ブロスで増

菌後、クロモアガーSTECを用い STECを分離した。捕獲されたハエからも同様に STEC を

分離した。分離した STECの志賀毒素産生性を PCRで確認し、O抗原と H抗原を決定した。 

- 搾乳牛とハエから分離されたすべての STEC株はO26 H11 でVtx1遺伝子のみ保有して

いた。 

- 搾乳牛からの O26の毎月の分離率は 5月に 66.7%に上昇した後減少に転じ、11月には

分離されなかった(図 17 小課題 1 28年度)。 

- ハエ対策実施前の平成 27年 9 月と実施後の平成 28年 9月の搾乳牛からの STEC O26

の分離率を比較したところ、平成 27年の 34.6% (9/26)から、平成 28年の 4.3% (1/23)に

有意 (P<0.05)に分離率は低下した (図 17 小課題 1 28年度)。ハエ対策との因果関係

は不明。 

- 搾乳牛からの STEC O26 H11の分離率が高い月にハエからも分離される傾向があった。

牛の保菌率が高い季節に牛から排菌された STECをハエが農場内に拡散している可能

性が示唆された。(図 18 小課題 1 28年度) 

 

衛生害虫由来株の分子疫学解析を PFGE 法により実施した。比較対象は飼育場所のふき

取り検査（中課題１（1））で分離された株を用いた(小課題 2 28年度)。 

- 衛生害虫によるサルモネラ伝播の可能性を検討するため、P-D農場で採取したハエか
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ら分離された Salmonella O4:i-と飼育動物（ふき取りスワブ）由来株を用いて PFGE

法により解析した。ハエ由来 3株は、同一の遺伝子型（X9-B3）を示し、飼育動物（ふ

き取りスワブ）由来株の中に同一の PFGE型を示す株が認められた。(図 19 小課題

2 28年度) 

- P-D農場で採取したハエと飼育動物（ふき取りスワブ）から分離された Campylobacter 

coliの PFGE 像を用いて系統解析した結果、7つの系統（SA～SG）に分けられた。ハ

エ由来 9株は、SA（4株）、SC（1株）、SD（1株）及び SE（3株）に分類され、SA、

SD及び SEには飼育動物（ふき取りスワブ）由来株も存在した。(図 20 小課題 2 28

年度) 

- 以上の成績から、ハエが保菌する Salmonellaや Campylobacterは、飼育動物由来株と同

一もしくは同系統群に分類され、食中毒菌の伝播に関与することが示唆された。 

 

次に、環境整備、IGR剤、殺虫剤等によるハエの防除対策を生産農場で実施し、作業性、

経費及び対策の効果を検証するため、粘着シート型ハエ捕獲器による捕獲と、対策実施農

場を対象に聞き取り調査を実施した(小課題 2 28年度)。 

- 実施した内容によりさまざまであるが、対策経費は、約 45000円から 300000 円であっ

た(図 21 小課題 2 28年度)。 

- ハエ対策は、６農場全てで実施され、5農場で幼虫・成虫対策が実施され、B-L農場で

は IGR剤のみ実施された。具体的には、B-E農場では、IGR 剤、ピレスロイド系殺虫

剤（ETB剤）、ハエ取シート及び防虫ネット、C-B農場では、IGR剤とオルソ系殺虫

剤（ゾール剤）、B-M,P-D及び P-G農場では IGR剤とハエ取シートを用いた(図 21 小

課題 2 28年度)。 

- 効果は、①全期間通して少量、②減少後、激増、③対策後増加の３パターンに分けら

れた。特に、対策後増加した農場（B-L）は、IGR 剤のみが実施されていた農場であっ

た。その他の農場では幼虫・成虫対策が実施されたが、②パターン（減少後、激増）

の農場では IGR 剤散布の追加散布が不足ことが要因であった。IGR剤散布は、こまめ

に実施することが必要なため、労力を要するが、継続的に実施すれば効果的な方法で

ある。①パターン（全期間通して少量）の農場は、一方は水洗式でもう一方はゾール

剤消毒が継続的に実施され、ハエの発生源が極めて限られていたことが要因と考えら

れた(図 22 小課題 2 28年度)。 

- ネズミ対策、ハエ対策、環境整備、野生動物対策の重要性は多くの農場で理解され、

過半数の農場が継続すると回答した。特に、環境整備と野生動物対策は新たに実施し

た全農場で継続すると回答した(図 23 小課題 2 28年度)。 

- アンケート結果を集計したところ、作業性は継続率に影響せず、対策経費は継続率に

影響する部分要因であるが、対策効果が最も強く影響していた(図 24 小課題 2 28年

度)。 
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- 以上のことから、効果的な対策方法の確立が、生産者の継続意識を高めるために必須

と考えられた。 

 

図 15 ハエ対策後のサシバエとイエバエの毎月の捕獲数変化
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図 16 平成 27年度と平成 28年度のハエの捕獲数の比較 
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図 17 搾乳牛からの STEC O26 の毎月の分離率とハエ対策前後の分離率の変化 

 

 

 

 

図 18搾乳牛からの STEC O26 の毎月の分離率の変化とハエからの STECの分離 
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図 19 

 

図 20 
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図 21 

 

 

図 22 
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図 23 

 

 

図 24 

 



 

 

77 

 

３）成果目標に対する達成状況 

農場に生息する衛生害虫としてハエとガイマイゴミムシダマシを中心に調査を実施し

た。ハエが、サルモネラ、カンピロバクター及び STECを保有することを明らかにした。そ

して、ハエ由来株が飼育動物由来株と同一の遺伝子型の株が分離され、感染環に関与する

可能性を示した。一方、ガイマイゴミムシダマシは、調査した農場ではほとんど発生も見

られず、食中毒菌の保有状況及び被害状況は不明であった。衛生害虫の対策状況について

は、平成 26年度に実施したアンケートでは、約半数の農場で薬品や捕虫シートによりハエ

対策が実施されていた。限られた規模のアンケート（平成 28年度に資材を提供した農場）

ではあるが、野生動物を含む防除対策については、作業性や対策経費より有効性が重要な

要素であること示唆された。以上から、飼育動物での衛生害虫が媒介する食中毒菌の伝播

防止を図る上で、衛生害虫が媒介する可能性と衛生害虫の効果的な防除方法を生産者に情

報提供することが重要であることが示された。 

最終年度に発生場所の衛生管理（消毒の実施や IGR 剤の散布）と発生した成虫の捕獲

を徹底することにより、ハエが減少することが明らかとなった。また、効果的にハエ対策

を行う上で、併用することが重要であることが示された。しかし、衛生害虫の対策による

食中毒菌汚染低減効果については、飼育動物間の水平感染、1農場で複数の遺伝子型の株に

よる汚染や野生動物の保菌など、農場における食中毒菌の汚染は複雑な疫学背景があり、

衛生害虫の防除のみでは十分な効果が得られないと考えられた。また、食中毒菌汚染低減

及び家禽疾病の予防との関連については、協力先農場の都合により試験継続が困難で実施

できなかった。 

 

（４）中課題４（野生動物の侵入防止及び衛生害虫の駆除に関する経済分析）の研究成果 

１）工程管理及び成果目標 

工程表 

①野生動物の侵入防止及び衛生害虫の駆除に関する調査票の作成及び基礎情報の収

集（小課題 1関連）（平成 26 年度） 

↓ 

②衛生対策実施に伴う経営情報の収集。（平成 27年度） 

↓ 

③調査データの解析。（平成 28年度） 

成果目標：野生動物の侵入防止及び衛生害虫の駆除に係るコストに関する調査を畜

種別に実施し、対策導入によって得られる経済効果を明らかにする。 

表記上の明確化を図るため成果目標を見直した。なお、見直しにあたっては、平

成 28年度第 2回研究推進会議（平成 28年 12月 7日開催）で研究課題運営チームと
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合意済み。 

 

２）各工程の進捗状況及び成果 

【工程表の①】 

養牛、養豚、及び養鶏農家、計 29農家を対象に、農場内の衛生対策に関してアンケート

調査を行った。その結果、衛生対策の実施は畜種ごとに異なる傾向が見られ、養鶏農家で

は衛生対策の導入、特に衛生害虫に対する対策の導入が他の畜種に比べ進んでいる傾向が

認められた。一方で、養牛農家および養豚農家では衛生対策の導入にばらつきが大きかっ

た（※1 26年度）。 

さらに、養鶏農家 1農家を対象に入雛前、初生雛敷紙、鶏舎床・壁、及び鶏肉からのサ

ルモネラ検出状況と生産性の関連性について分析を行った。その結果、有意ではないもの

の鶏舎からの病原体検出が生産性に影響を及ぼしている傾向が認められた（※2 26年度）。

この結果より、飼育中のサルモネラをコントロールすることの重要性が示唆された。 

 

※1．農場の衛生管理状況を項目ごとに数値化し集計したものを衛生対策のスコアとして畜

種ごとに比較した結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2．歩留率とサルモネラ検出状況 

 

 

 

 

 

養鶏 vs 養牛：p=0.03876922 
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【工程表の②】 

アンケート調査については平成 26年度のアンケート結果の解析を基に、新たに項目を再

設定し、調査を 28年度上旬までに終了した。 

 養鶏農家（1戸・2農場）から入手した歩留成績、食鳥検査記録、医薬品使用量に関する

データ 287 セットを用いて感染症による廃棄が経営に及ぼす影響について出荷時の歩留率

に着目して評価した。もも及びむねの歩留率に各市場価格を乗じた値の和を目的変数、廃

棄理由ごとの廃棄率を説明変数として一般化線形モデルを用いて解析した。出力時には出

荷量を乗じて、1 日出荷価格への影響を算出した。市場価格には正肉の平成 25 年度平均市

況価格を用いた。解析の結果、感染症による廃棄率が生産効率に影響を及ぼす可能性が示

唆され、平均 1回出荷量約 8,000羽の出荷規模において感染症による廃棄が 1％増加するこ

とによる損失は、約 28万円/日と推定された（※3 27年度）。 

さらに農場別にみると、A農場（平均 1回出荷量約 8,350羽）における大腸菌症と B農場

（平均 1回出荷量約 6,900 羽）におけるマレック病による廃棄が１％増加することによる損

失は、それぞれ約 16 万円と約 22 万円と推定された。このように、生産効率に影響を及ぼ

す疾患が異なることが示唆された（※4 27 年度）。また、農場間の差について、衛生管理

状況の一つの指標として、医薬品使用状況を比較したところ、農場間で使用する種類・量

が異なることが明らかになった（※5 27年度）。 

↓ 

感染症の発生が農場の生産性に影響を及ぼし、それが衛生管理状況の差によってもたらさ

れる可能性が示唆された（27年度）。 

 

※3養鶏農家における廃棄理由ごとの生産効率への影響について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※4 農場別の廃棄理由ごとの生産効率への影響について 
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※5 農場別の医薬品使用状況 

 

 
 

 

 

【工程表の③】 

養牛農家 21戸、養豚農家 37戸、及び養鶏農家 8戸の計 66戸を対象にアンケート調査を

実施し、衛生管理として人・車両に対する対策、衛生害虫・野生動物などに対する対策、

飼育動物・飼育環境に対する対策について項目を設定し、農場・経営者の背景因子と共に

情報を収集した。背景因子としては規模などの農場に関する項目、年齢などの経営者に関

する項目、周辺の農場の有無などの飼育環境に関する項目を設定した。解析の結果、農場

規模及び経営年数が農場の衛生対策に影響を及ぼす可能性が示唆された（※６ ２８年度）。

これらの結果は、衛生対策指導を実施する際の重点農場の選定を行う上で有用な基盤情報

になると考えられた。 

実際に衛生状態が経営に及ぼす影響について、養鶏農家（1戸・2農場）から平成 25~27

年の食鳥検査記録、生産記録、及び出荷記録、合計 488セットを入手し解析した。食鳥検

査記録のうち、マレック病、大腸菌症、ブドウ球菌症、サルモネラ症、及び全身性の炎症

により廃棄となった個体数を合計し感染症による廃棄として集計した。目的変数には育成
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率及び生産指数を、説明変数には感染症による廃棄数を設定して一般化線形混合モデルを

用いて解析した。感染症による廃棄数は四分位数を基にカテゴリー変数とした。その結果、

感染症による廃棄は育成率にのみ有意な影響を及ぼすことが示された（※７ ２８年度）。

育成率について廃棄数の影響を解析した結果、感染症による廃棄数の「多い」農場におい

て対策を導入し少ない状態になった場合、育成率が 94.1％から 96.5％となり、育成率が 2.4%

改善（8,000 羽規模の鶏舎の場合 約 7.8万円）される可能性が示唆された（※８ ２８年

度）。これらの結果から、感染症対策に経済的なメリットがある可能性が示唆された。 

さらに、乳牛農家（1戸）を対象に衛生対策としてハエ対策を導入した農場（中課題３小

課題 1）における生産への影響を評価した。具体的には、各個体の乳量及び乳質（乳脂率、

蛋白質率、無脂固形分率、及び体細胞数）に対するハエ対策導入の影響を一般化線形混合

モデルで評価した。解析には、産次の影響を排除するために、データのうち各年の 6~11 月

（介入実施期間）に 2産であった個体の各月の生産データ（計 126セット）を利用した。

解析の結果、乳量について介入による有意な影響を及ぼす可能性が示唆され、介入により

7.2 kg/日/頭（＠100円とした場合 約 700円）の乳量増加が見込まれる可能性が示唆された

（※９及び１０ ２８年度）。 

以上の結果より、衛生害虫への対策を含む衛生対策の導入が畜産業における生産性への

向上にも寄与する可能性が示唆された。 

 

 

 

※６ 衛生管理に有意な影響を及ぼす因子について 

 
 

※７ 感染症による廃棄が与える影響について 

 
 

※８ 感染症による廃棄が育成率に与える影響について 
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※９ ハエ対策の導入が乳量及び乳質に与える影響について 

 
 

※１０ ハエ対策の導入に伴う乳量の変化 

 
介入なしの推定乳量：27.9 kg/日、介入ありの推定乳量：35.1 kg/日 

 

 

３）成果目標に対する達成状況 

中課題１より、野生動物の侵入防止及び衛生害虫の駆除は、新たな病原体の侵入を防止

する上で重要な衛生対策であるが、農場内に常在する病原体の低減効果は農場ごとに異な

る。また、中課題３より対策にかかるコストは、野生動物の種類やハエの発生状況が異な

る家畜種により大きく影響する。本中課題での肉用鶏農場の解析により食中毒菌であるサ

ルモネラと家畜疾病病原体である大腸菌症やマレック病の病原体の衛生対策は、利益の向

上に重要であることが示唆された。その他の畜種においても感染症の発生が農場の生産性
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に影響を及ぼし、衛生害虫への対策を含む衛生対策の導入が畜産業における経営力の向上

に寄与する可能性が示唆された。 
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５ 研究成果の発表（主要な論文、取得した（申請中）の特許等を記述） 

  別紙の（３）～（８）のとおり。 

 

６ 目的の達成に当たっての現時点での問題点等 

 野生動物の侵入防止策及び衛生害虫まん延防止策が普遍的に食中毒菌や家畜疾病病原体

の汚染低減につながる証拠を得ることはできなかった。これは、細菌検査では増菌培養を

実施し、ウイルス検査では PCR による定性的な検査を行ったため、量的変動を評価できな

かったことが要因となった可能性も否定できない。しかし、食中毒菌や家畜疾病病原体の

汚染低減を取り組むうえで、野生動物の侵入防止策及び衛生害虫まん延防止策とともにワ

クチン等を用いた総合的な衛生対策を実施する必要があること、定量的に評価できる評価

系の併用が必要であることが考えられる。 

 今回利用したリアルタイム PCRは、コンベンショナル PCRや細菌検査との不一致がある

が、多項目を多検体処理する上で有益な方法で、定量的な評価も可能な方法である。不一

致の原因を究明して、今回のような衛生対策の実施による病原体の低減評価に利用できる

ものへ改良を加えていく必要がある。 

 




